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＜論文の内容の要旨＞ 
本学位請求論文「Empirical Study of Bangladesh’s International Trade and Factor 













































し、輸出が GDP に占める割合は、1980 年の 19％から 2010 年には 42％に達した。移民労
働による送金額が GDP に占める割合も、2000 年の 4％から 2010 年の 10.5％とその成長は
著しい。しかしながら、輸入額はそれ以上の増加を示しているため、貿易赤字額が GDP に


















8.8 倍の伸びを示したが、輸入も 7.6 倍の拡大し、その結果貿易収支は常に赤字を計
上している。また、2000 年以降の輸出の伸びは、輸入の伸びを下回ったため、近年
貿易赤字幅は拡大している。輸出は、北米、EU 向けが 2010 年時点で約３分の 2 を
占め大きく拡大する一方、中国、インドからの輸入で 3 割近くを占めており、アンバ
ランスな貿易構造となっている。輸出品目は、1980 年代半ばは、一次産品 3 分の 1、
製造製品 3 分の 2 の割合であったのが、2010 年時点では、製造製品が 95％を超えて
いる。中でも、労働集約的な繊維製品などが、全体の 4 分の 3 近くを占めている。他
方、輸入については、1980 年代半ば以降時期によって変動はあるものの、一次産品 4




各年の直接投資フローの GDP に占める割合は 1％にすぎない。また、主要南アジア、
東南アジア９カ国と総直接投資にしめるバングラデシュの割合は 2000 年代後半には
1.4％を占めるに過ぎず、非常に低い水準にとどまっている。 
(3) バングラデシュからの国際労働移民は、公式統計によれば 2011 年時点で 550 万人と
推定され、南アジアでは第 2 番目の、そして世界では 6 番目の移民輸出国となってい
る。2000 年時点での 250 万人弱から約 10 年間で 2 倍以上の伸びを示している。移
民労働者の送金額も 2000 年の 20 億ドルから 10 年後には 110 億ドル近くに達し、輸
入代金の 35％を占め、特に地方の家族の生活を支える役割を果たしている。移民労







Egger and Pfaffermayr(2003)、Kandogan(2007)に従い、2 段階での推定を試みている。デ
ータはバングラデシュと貿易額が大きい 40 か国を選定し、1992 年から 2009 年の 18 年間
のデータを用いている。しかも、40 か国のペアの貿易をも分析の対象としているので、3
次元パネルを構成し、28,800(40×40×18)のサンプルから構成される。 



















顕示比較優位指数（Yu et al.(2009)）（NRCA）を用いると、3 桁分類 110 輸出品目の
うち 22 品目について比較優位が見いだされ、1995 年から 2010 年の 15 年間では 3
品目が新たに比較優位品目と確認されただけで、約 80％の品目はバングラデシュの
貿易収支に貢献していない。比較優位品目の主要なものは、繊維産業などの労働集約















































本章では、第 1 節で 2 章から 6 章までの分析結果を上記のべたように要約し、第 2 節で
は分析結果から得られる政策的含意を整理している。最後に、分析上の制約と今後の研究
方向がまとめられている。 






























































本研究の主要な成果は、Journal of Industry, Competition and Trade, 2012, Vol. 12, No. 








本学位請求論文について、2013 年 6 月 26 日（水）16 時 30 分から 17 時 15 分までアク










以上によって、審査委員会は申請者に対して本学学位規程第 18 条第 1 項に基づき、「博
士（経済学 立命館大学）」の学位を授与することが適当と判断する。 
 
